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大阪大学の産学連携が社会を変えた

2

地域に生き世界に伸びる、Live Locally, Grow Globally

地域に寄り添い世界の「いのち」を守る 社会と共に未来の「くらし」をデザイン

大阪大学の産学連携が社会を変えた 2



大阪大学の産学官連携システム大阪大学の収入構造 3
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大阪大学共創機構

4

⚫ 「大阪大学共創機構」は、従来の産学連携活動（知財やVB育成）に軸足を置きつつ、地域連携、ファンドレイジング機
能の強化も進めており、社会と大学がその「知と力」を合わせて、新たな価値を共創する活動に取り組んでいる。

⚫ 共創機構の業務の高度化・効率化と人材育成の両輪で組織改革に着手し、2020年10月からは専門職の育成に向
けて、職員の内在化、事務組織との協働体制に着手している。

⚫ 2025年度からは、新基金室として共創機構ディベロップメントオフィスを設置。 ※2025年4月時点

① 大学発ベンチャーの起業等による事業化支援
② 知的財産活動の推進
③ 産学連携コーディネート
④ 地域連携、部局との繋がりによる社会課題の

収集、分析と研究現場へのフィードバック機能
⑤ イノベーション人材育成に関する組織関連携

機能

副機構長
（統括理事）

共創機構長
（総長）

イノベーション戦略部門

共同研究支援室
ベンチャー・
事業化支援室

知的財産室 人材育成室

産学連携に関する一元化窓口

共同研究契約のワンストップ化
（2020年10月から協働体制）

利益相反
マネジメント室

グローバルマーケットでのBD業務

グローバルマーケティングオフィス

産学官連携オフィス

産学法務
支援室

大学発ベンチャー創出に係る
法務知財支援機能

産学官民との

連携・共創基盤

を強化

知財出願・維持、ライセンス契約等
のワンストップ体制を構築

（2021年4月から協働体制）

ディベロップメントオフィス

組織的FR活動・卒業生等NW化

⑥ 組織的ファンドレイジング活動・本学
卒業生等のネットワーキング化

⑦ 利益相反マネジメント機能
⑧ グローバルマーケティング機能
⑨ 大学発ベンチャー創出等に係る法務

知財支援機能

大阪大学共創機構 4
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大阪大学発スタートアップ創出に関する成果（累計）大阪大学ディベロップメントオフィス 5
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「産学共創」による新たな社会的価値の創出
「知」と「人材」と「資金」の好循環の実現

大阪大学の産学官連携システム

委託研究（共同研究）
⚫研究室単位の活動
⚫技術相談・個別の共同研究

組織連携2000年

共同研究講座・部門 開設

協働研究所 設置 “Industry on 
Campus”による産学連携

大学発ベンチャーの育成官民イノベーションプログラム

基礎研究段階からの包括的な産学連携

産学共創によるイノベーション人材育成

産学共創による若手研究者の雇用・育成

産学循環機能による男女協働の推進

2011年

2006年

2016年

2014年

包括的
産学共創

2021年 産学官連携推進活動経費の見直し

学術貢献費の導入2022年

共創機構設置2018年

大阪大学の産学官連携システム

2024年 共同研究費版PI人件費制度
適切なコスト積算体制

6

BIKEN財団
⚫大学発スタートアップの先駆け
⚫感染症ワクチン開発（麻しんワクチン、水痘ワクチン）1934年



企業関係者が
キャンパスに常駐

共同研究講座
企業と大阪大学でつくる

研究講座

共同研究講座

共同研究部門

大阪大学
研究者・施設
設備など

企業

連携協議会

学内関連部局
との連携人材育成 新産業創出

協働研究所
企業と大阪大学の活動拠点

大学との共同研究

企業の自主研究

大阪大学
研究者・施設
設備など

企業
資金・研究者
研究資料など

共同研究講座

大阪大学テクノアライアンス棟

Industry on Campus

➤ キャンパスに社会の卓越した力を導入し、
教育・研究力をUP

➤ キャンパスの卓越した力を社会に直結

• 3年間以上の設置
• 基礎から実用化まで一貫して行う研究組織
• 企業の自主研究も可能
• 出資企業と大学が多面的な連携

• 2年から10年の設置
• 共同研究に専念
• 出資企業と大学が協議して運営

協働研究所2006年～ 2011年～

資金・研究者
研究資料など

“本気”の共同研究をオン・キャンパスで実現

計110件
（2025年4月時点）

協働研究所、共同研究講座の実績 7



➤2023年度の共同研究費（民間以外分も含む）は113.3億円、2012年度比約4倍に増加

➤近年は共同研究1件あたりの単価が向上してきており、本学の知の価値の評価が進展

（文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」より）

共同研究費（民間企業以外の共同研究を含む）の推移 8



➤産業界との結びつきに関する指標（industry）で世界１位タイを獲得するなど、本学の産業界
とのかかわりが、高く評価されている

指定国立大学構想において、海外ベンチマーク大学を参考にした取組を推進した結果、
世界大学ランキングにおける産学連携関係スコアが大きく上昇

指定国立大学構想
ベンチマーク校

項目
ベンチマーク校

取組
大阪大学の活動状況

スイス連邦工科大学
ローザンヌ校

カリフォルニア大学
バークレー校

産学連携
社会との窓口を
一本化した産学

連携機構

◉人材育成等も含めた多面的・包括的な組織対組織の連携推進
◉「未来社会共創コンソーシアム」にて社会課題探索段階から

の産学共創プロジェクトを企画提案
◉UCバークレー発の世界的なスタートアップ・アクセラレー
ター「Berkeley SKYDECK」と連携

◉大阪大学発スタートアップを創出し、グローバルに競争力を
持ったスタートアップへと育成を目指す。

THE世界大学ランキング
Industry income to academic staff スコア比較（THE DataPointsより）

大学名 2022年 2024年 伸び

大阪大学 90.2 96.4 ＋6.2

スイス連邦工科大学
ローザンヌ校

75.0 71.7 3.3

カリフォルニア大学
バークレー校

84.7 76.8 7.9

THE世界大学ランキングにて
ベンチマーク校の産学共創関係の
スコアが微増または減少する中、
大阪大学は上昇

THE世界大学ランキング2024

Industry分野で

世界第1位

－

－

国際的な評価を得る大阪大学の産学連携 99



大型包括連携の実績①「先端的免疫学研究」

中外製薬

大阪大学

基礎研究 応用研究

文部科学省
競争的外部資金

研
究
成
果
の
開
示

第
一
閲
覧
権

個別共同研究 企業A

個別共同研究 企業B

個別共同研究 中外製薬

個別共同研究 中外製薬

産学共創（応用研究までのシームレスな連携）

組織対組織の契約

10年間 管理運営費

100億円の支援

免疫学フロンティア研究センター

の基礎研究潤
沢
な
研
究
資
金

◆包括的産学連携で先端的免疫学研究を促進

◆基礎研究から応用研究まで、シームレスな連携を実現

10

10



大阪大学とダイキン工業との情報科学分野を中心とした包括連携

②先導研究プログラム

③学生研究員プログラム

⑤ダイキン協働研究所

※⑤、⑥はこれまでの連携の継続

ダイキン工業
テクノロジー・イノベーションセンター

（大阪大学サテライトオフィス） テクノアライアンス棟（ダイキン協働研究所）

連携期間
2017年7月～2027年6月（10年間）

企業から
資金 総額 56億円
技術者 173名(2022年5月時点)

④デジタル人材養成プログラム

⑥女性研究者循環型育成クラスター

①共同研究・委受託研究

⚫協働研究所による高い研究実績と信頼がベース

⚫企業トップが、本学の「共創」（共に社会課題を発掘・解決）に共感

⚫社会のニーズに基づく研究課題を発掘し、新たな社会的価値の創出へ

ダイキン工業との包括連携

大型包括連携の実績②「情報科学分野の連携」 11



大型包括連携の実績③「感染症対策プロジェクト」 12
◆ 日本財団より10年230億円規模の助成を受け、2021年より「日本財団・大阪大学 感染症対策プロ

ジェクト」を開始

◆ 将来の脅威に備え、人々のいのちを守り、社会・経済活動維持への貢献を目指し、研究成果の社

会実装を推進

大阪大学・日本財団感染症センター

イメージ・グラフィックス

大阪大学・日本財団
感染症センターを
吹田キャンパスに
2025年2月竣工

先端モダリティ・
DDS研究センター

感染症総合
教育研究拠点

最先端免疫学
ヒト免疫

感染症
病原微生物

各種ワクチンの製造・販売
次世代ワクチン開発

LNP
アジュバント

化学合成 構造解析

臨床検体
臨床試験

行動経済学
微生物病研究所

理学研究科

（一財）阪大
微生物病研究会

経済学研究科 免疫学フロンティア
研究センター

医学系研究科

医学部附属病院
未来医療開発部

蛋白質研究所

薬学研究科

人間科学研究科

社会心理学

●基本デザイン・デザイン監修：安藤忠雄建築研究所

●基本計画：大阪大学、明豊ファシリティワークス株式会社

●設計・施工：大成建設・日建設計特定建設工事共同企業体

（デザインビルド）

✓ 人文学・社会科学（行動経済学、社会心理学）を含む関連部局が総力を結集（2023年4月
現在160名体制）し、分野横断での基礎研究推進、社会への情報発信や政策提言を実行

✓ 部局横断型の「感染症学・免疫学」学位プログラムを設立し、世界の感染症学・免疫学研
究を先導する次世代リーダーを育成（2024年度10月より学生募集を開始）



量子情報・量子生命研究センター（QIQB）

量子情報科学と諸科学の融合による量子フロンティアの開拓

量子技術イノベーションと社会実装の推進、シンクタンク

量子の卓越研究者の存在 と量子人材の育成

FWCI Top 1% Top 10% 特許出願数(*)

1.15 1.3% 16.6% 世界5位/国内1位

(*)量子コンピュータ分野 
大学ランキング

国産量子コンピュータ
3号機稼働
(クラウドサービス開始)

2023/12/22

第53回日本産業技術大賞
(内閣総理大臣賞 最高位)

2024/4/3

量子ソフトウェア勉強会
国内外約30の大学から毎年150名程度の学生が参加

量子分野の博士学生支援
フェローシップで40名程度、独自支援(QMeGa)では
研究費と併せて400万円を数名に支援

人材育成 政策提言

大阪大学の
量子研究出口戦略に賛同

76名所属

40機関

企業等

2025.3現在

量子分野における拠点化・産学連携に関する取組について 413



博士人材の輩出・社会での活躍に向けて

島津製作所との連携において、2021年度からのリカレント・リスキリング教育に加えて、

2023年度から新たな博士課程学生支援制度を確立

●島津製作所で在職中の若手研究者を博士後期課程の学生
として派遣し、博士号を取得

REACHラボプロジェクト

リカレント・リスキリング教育

●学生が修士修了時点で島津製作所に就職し、引き続き博
士後期課程学生として、博士号取得を目指す。

●学位取得後の就職先を確保しつつ、博士課程在学中の経
済的支援を獲得

REACHプロジェクト

新たな博士課程学生支援

2021年度～

2023年度～
大阪大学・島津製作所連携協定共同記者会見

2023年4月

◆ 本学との共同研究から生まれた新たなリカレント・リスキリングのロールモデルと
して注目

◆ 島津製作所との連携推進協定に基づき、本学修士課程修了後は同社社員となったうえで
引き続き本学博士課程で共同研究に従事して博士号取得ができる取組を推進

◆ 復社後に研究成果の社会実装のリーダーとなる人材や世界で活躍できる人材を育成

14



➢ 工学研究科の全専攻に「産学官共創コース」を設置(2020年4月新設)。
➢ 共同研究講座/協働研究所等(「共研」と略記)に熱意を抱く優秀な学生を院試で選抜。
➢ 共研での研究活動を「インターンシップ・オン・キャンパス」として単位認定。博士人材が共研の戦力に。
➢ 大学教員による「学術的視点」の研究指導、産業界教員による「事業化視点」の研究指導を学内で実施。

共同研究講座と連携した博士人材育成（工学研究科の事例）

共研
(協働研究所・共同研究講座)

インダストリー・
オン・キャンパス

産業界

阪大 工学研究科 学術的視点の
研究指導

研究力・俯瞰力・連携力・実践力
に供するカリキュラムを運営・実施

事業化視点の
研究指導

インターンシップ・オン・キャンパスを
工学研究科の単位として認定

インターンシップ・オン・キャンパス

～産学官共創による
産業志向型博士人材の育成～

大学院
産学官
共創コース
受験

志願生
(学部生・修士・
社会人)

入
試共研へ派遣

～博士人材が
共研の戦力に～

博士人材
(産学官共創コース 博士前期・後期)

奨学金支給*1

(博士後期課程に
進学する場合,
M2から支給可能)

修学支援

(*1 参画企業の意向により支給されない場合が有ります)

共同研究講座と連携した博士人材育成（工学研究科の事例）15



OUVC１号ファンド
⚫ 2015年7月31日設立
⚫ 総額125億1,000万円
⚫ 運用期間：15年

1号ファンド:８社･25億円
2号ファンド:14社･41億円

金融機関等

OUVC（大阪大学ベンチャーキャピタル㈱） の設立出資金166億円

1号ファンド:100億円
2号ファンド:65.3億円

有限責任組合委員（LP）

無限責任組合委員（GP）

大阪大学100％子会社

⚫

大
阪
大
学(※

)

と
企
業
と
の
共
同
研
究

か
ら
生
ま
れ
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

⚫

大
阪
大
学(※

)

の
研
究
成
果
を

事
業
化
し
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

②
出
資

⑥情報提供

⑨分配

②出資 ④投資

ベンチャー企業

③アプローチ・審査

⑤投資先支援

⑥情報提供

M&A

株式公開

⑧投資資金回収

OUVC２号ファンド）
⚫ 2021年1月1日設立
⚫ 総額106億5,000万円
⚫ 運用期間：12年（3年延長可）

①
組
成

(※)

2号ファンドの出資は他の国
立大学発ベンチャーを含む

⑦Value up

大阪大学の有する研究成果をグローバルな視点で社会価値を創出する
本学100％出資子会社

OUVC1号ファンド：37社に対し総額94.5億円
OUVC2号ファンド：23社に対し総額35.4億円

投資実績

（2025年3月末時点）

スタートアップによる価値創出 16



大阪大学発スタートアップ創出に関する成果（累計）

17

OUVC設立

（社）

設
立
件
数
（累
積
）

（設立年度）

企業価値3000億円

（2023年度調査時点，未上場企業含む）

100
116

133
159

175
194

217 231
247 252

0

50

100

150

200

250

300

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

官民イノベーションプログラムの政策効果
により、スタートアップ数が着実に増加

大阪大学発スタートアップ創出に関する成果（累計） 17

阪大発スタートアップとの共同研究講座設置も推進！
※ EX-fusion、ステムリム、マイクロ波化学・・・
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※以下は大学支援フォーラムPEAKSアンケート（令和４年10月実施）への本学回答から抜粋

問．研究開発税制（OI型）に係る課題や、どのように制度改善がなされればより活用が進
むか。

◆ 研究開発費予算について、大学からは企業サイドでどのような意思決定がされているかはブ
ラックボックスであり、企業にとってどの程度インセンティブになっているかが見えにくい。

◆ 企業内でも以下１～３のとおり複数のプレーヤーが関与しており、それぞれで意識の差があ
るのではないか。

１．経営陣⇒研究開発予算を決める立場にあるため、本税制のことも意識していると思われる。
（インセンティブになっていると思われる）

２．経理部門⇒予算を決める立場でも研究を行う立場でもないため、制度適用の要望があれば粛々と手
続きを行うのみではないか。

３．研究担当者⇒実際に大学側と接触する人物であるが、決められた枠の予算の中で、どのような内容
の研究をどの教員と行うかということが最も重要な判断材料であるため、税制のことは副次的に意識
する程度かと思われる。

◆ さらなる活用を進めるためには上記１の経営陣にアピールすることが重要。経済団体の会合
等で、国のしかるべき立場の方が積極的に説明し、理解を促進するべきではないか。

◆ また、以下のような大胆な政策も必要ではないか。

・ОI型の控除割合の上限撤廃 ・ОI型と一般型を統一し、控除率はОI型に合わせる

◆ 大学の事務的な手続きの側面からは、事務負担の軽減に向けて、例えば「契約又は協定に記
載すべき事項」の簡素化又は廃止、「額の確認」のための必要書類の簡素化等の改善をお願
いしたい。
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